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平成２８年度栃木市水道事業会計決算審査意見 
 

 

平成２８年度栃木市水道事業会計の審査の概要は、次のとおりである。 

なお、審査の過程において作成した資料を別表として添付した。 

 

第１ 審査の対象 

平成２８年度 栃木市水道事業会計決算 

第２ 審査の期間 

平成２９年６月２２日から平成２９年８月１７日まで 

第３ 審査の方法 

水道事業としての適正さ、業務の正確さ・効率性、さらに地方公営企業

法第３条の趣旨にそった運営がなされているかについて、下記により審査

を行った。 

(1) 決算書類（決算報告書、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、剰

余金処分計算書（案））及び同附属書類（事業報告書、キャッシュ・フロ

ー計算書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書、注記）の

照合、点検 

(2) 上記決算書類及び同附属書類による経営成績及び財政状態の審査 

(3) 地方公営企業法第３条の趣旨にそった運営状況の審査 

なお、この事業の経営内容の状態を把握するため計数分析を行い、地

方公営企業法第３条の趣旨にそって経済性を発揮し、かつ本来の目的で

ある公共の福祉が増進されているかについてもあわせて審査した。 

第４ 審査の結果 

(1) 審査に付された決算書類及び同附属書類は、関係法令の規定に準拠し

て作成されており、計数及び会計記録とも正確に処理され、経営成績及

び財政状態は適正に表示されているものと認められた。 

(2) 本事業は、地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそって運営されてい

るものと認められた。 

※意見書中の注意事項 

・本文中の比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・表中の全国平均は、総務省編集による“水道事業経営指標”の給水人口１０万人

以上１５万人未満の水道事業、また、栃木県平均は、栃木県編集による“市町村

公営企業決算の状況”の平成２７年度における数値である。  
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経営の成績及び財政状態等審査の概要 

１ 事業の概要 

  (1) 業務実績 

    当年度における業務実績は、次表及び別表１(１６ページ)に示すとおり

である。 

 

《給水人口及び給水戸数》 

年 度 

区 分 
28 年度 27 年度 比較増減 

前年度対比 

増減率（％） 

行政区域内人口（人） 162,520 163,170 △650 △0.4 

給水人口（人） 146,658 147,603 △945 △0.6 

給水戸数（戸） 57,861 57,135 726 1.3 

普及率（％）※１ 90.2 90.5 △0.3 △0.3 

有収率（％）※２ 76.5 75.8 0.7 0.9 

  ※１（普及率）＝（給水人口）／（行政区域内人口）×１００ 

  ※２（有収率）＝（年間有収水量）／（年間配水量）×１００ 

 

給水人口は１４６，６５８人で、前年度に比べ９４５人（０．６％）減

少したが、給水戸数は５７，８６１戸で、前年度より７２６戸（１．３％）

増加している。 

行政区域内人口１６２，５２０人に対し、普及率は９０．２％となって

おり、前年度に比べ０．３ポイント減少した。 

年間配水量は ２１，１７９，５３２ｍ3 で、前年度に比べ２５６，９７

１㎥（１．２％）減少した。 

年間配水量のうち料金の対象となる給水量(年間有収水量)は、１６，１

９３，３９０ｍ3 で、前年度に比べ５９，９４３㎥（０．４％）減少した。 

予算第２条に定める有収水量の予定量１５，７００，０００㎥に対する

実績は、１０３．１％となっている。 

有収率は７６．５％で、前年度に比べて０．７ポイント上昇した。
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    口径別給水状況（戸数）については、口径２０㎜の戸数が６１１戸増加

し、全体では７２６戸増加している。 

  《口径別給水状況の２か年の推移》           （単位：戸） 

 口径 

年度 
φ13 ㎜ φ20 ㎜ φ25 ㎜ φ30 ㎜ φ40 ㎜ 

28 年度 42,004 14,422 777 189 271 

27 年度 41,904 13,811 769 187 266 

比較 100 611 8 2 5 

 口径 

年度 
φ50 ㎜ φ75 ㎜ φ100 ㎜ φ200 ㎜ 合計 

28 年度 138 55 4 1 57,861 

27 年度 139 55 3 1 57,135 

比較 △1 0 1 0 726 

     

施設の利用状況では、１日配水能力は８５，６００㎥で、１日平均配水量

は、５８，０２６㎥である。配水能力に対する１日平均配水量の比率である

施設の利用度を示す施設利用率は６７．８％となり、前年度に比べて１６．

１ポイント低下している。なお、低下の要因は、当年度において施設の配水

能力を見直したことによるものである。
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有収率（％）      
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配水能力に対する 1 日最大配水量の比率である最大稼働率は７３．８％

であり、1 日配水能力が増加したことにより、前年度に比べ２０．９ポイ

ント低下している。 

 

 

    施設が１年を通し平均的に稼動しているかどうかを示す負荷率は、

９１．９％であり、前年度に比べ３．３ポイント上昇している。 
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  (2) 建設工事の実施状況 

    市民に対して安全かつ低廉で良質な飲料水の安定供給を図るとともに、

未普及地域の解消や災害対策の強化に努めることを目的として、寺尾地区

簡易水道事業、上水道整備事業、水道設備更新事業、老朽管更新事業、管

路耐震化事業を推進した。 

○寺尾地区簡易水道事業 

当年度の工事請負費決算額は４億６６１９万２６５６円となっている。 

この事業の主なものは、星野浄水場系施設整備工事（２か年継続事業）、

主要地方道栃木粕尾線配水管布設工事（１工区・２工区・３工区）、国道

２９３号外給・配水管布設工事である。 

○上水道整備事業 

当年度の工事請負費決算額は６億８７８８万１３００円となっている。 

    この事業の主なものは、藤岡蛭沼浄水場・甲増圧ポンプ場災害復旧工

事、千塚町上川原土地区画整理事業に伴う配水管布設工事（１工区・２

工区）、市道１３４５５（２１３）号線下水道工事に伴う配水管布設替

工事、市道１２２６１（２２１）号線外給・配水管布設工事（１工区）

である。 

○水道設備更新事業 

当年度の工事請負費決算額は１０２１万６８００円となっている。 

この事業の主なものは、藤岡浄水場羽黒水源取水ポンプ更新工事、都

賀大柿中区増圧ポンプ更新工事である。 

○老朽管更新事業 

当年度の工事請負費決算額は１億４９８９万３２００円となっている。 

この事業の主なものは、市道０１０７６（Ｆ１０）号線配水管布設替

工事、市道０２１４６（Ｆ４２）号線外配水管布設替工事、市道０１０

５２（Ⅰ４９６）号線外配水管布設替工事である。 

○管路耐震化事業 

当年度の工事請負費決算額は５０３０万６４００円となっている。 

この事業は、市道４３１９１（Ｔ①－３３８）号線外配水管布設替工事、

県道小山都賀線配水管布設替工事、市道５３１１０（Ｎ１００５）号線

配水管布設替工事である。 

 

また、寺尾地区簡易水道事業、上水道整備事業、老朽管更新事業及び管

路耐震化事業に伴い、配水管等の布設を実施したため、導送配水管延長は

１，１５３，６５１ｍとなり、前年度より１０，７９０ｍ延長した。 
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２ 予算執行状況 

  (1) 収益的収入及び支出 

当年度の水道事業収益は、予算額２７億５６５４万７０００円に対し、

決算額２８億３８４９万４６０２円(税込)で、執行率１０３．０％である。 

また、水道事業費用は、予算額２４億５３６２万９０００円に対し、

決算額２１億９５７３万７９１５円(税込）で、８９．５％の執行率である。

決算額の差し引きは、６億４２７５万６６８７円である。 

      （単位：円、％） 

区分 予算額 決算額 
予算額に対する

決算額の割合 

水道事業収益 2,756,547,000 2,838,494,602 103.0 

水道事業費用 2,453,629,000 2,195,737,915 89.5 

差引 302,918,000 642,756,687 － 

 

  (2) 資本的収入及び支出 

当年度の資本的収入は、予算額４億２９３８万円に対し決算額４億７

１８１万３１４０円(税込）で、１０９．９％の執行率である。 

     当年度の資本的支出は、予算額２１億７７３２万１０００円に対し、決

算額２１億２２５７万７７４３円（税込）で９７．５％の執行率である。 

     以上が資本的支出の執行状況であるが、資本的収入額が資本的支出額に

対して生じた不足額１６億５０７６万４６０３円は、過年度分損益勘定

留保資金２億５５７３万３３８７円、当年度分損益勘定留保資金４億７

６９３万２３４０円、減債積立金５億５０００万円、建設改良積立金２

億９０００万円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

７８０９万８８７６円をもって補てんし、収支の均衡を図っている。 

     （単位：円、％） 

区分 予算額 決算額 
予算額に対する
決算額の割合 

資本的収入 429,380,000 471,813,140 109.9 

資本的支出 2,177,321,000 2,122,577,743 97.5 

差引 △1,747,941,000 △1,650,764,603 － 

 

 (3) 不納欠損処分 

    当年度において、不納欠損処分を行ったものは、１８９万７０５１円で

前年度に比べ５万２２８９円減少した。 

いずれも無断転居や転居先不明等により徴収が不能となったものであ
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り、やむを得ないものと認められる。 

 

３ 経営成績 

 (1) 収益的収支の概要 

    当年度における経営成績を表す損益計算書は、別表３（１９ページ）に示す

とおりである。 

総収益２６億４９１２万５２３円に対し、総費用２０億８６８７万７

８１０円で、差し引き５億６２２４万２７１３円の純利益を生じており、

総収支比率(総収益÷総費用×１００)は、１２６．９％となった。 

 

《経営収支》                    （単位：円、％） 

事業費用 事業収益 

項目 金額 構成比率 項目 金額 構成比率 

営業費用 1,874,590,891 89.8 営業収益 2,432,062,583 91.8 

営業外費用 212,136,221 10.2 営業外収益 217,057,940 8.2 

特別損失 150,698 0.0 特別利益 0 0.0 

費用計 2,086,877,810 100.0    

純利益 562,242,713  収益計 2,649,120,523 100.0 

    当年度未処分利益剰余金は１４億２２４万２７１３円であり、その内訳

は、当年度純利益として５億６２２４万２７１３円、繰越利益剰余金と

して０円、その他未処分利益剰余金変動額として８億４０００万円であ

る。 

        

  (2) 供給単価及び給水原価 

当年度における１㎥当りの供給単価は１４１円４８銭、給水原価は１㎥

当り１１３円１２銭で、差し引き２８円３６銭の利益となった。  

   

《供給単価・給水原価》               （単位：円） 

年度 

区分 
28 年度 27 年度 

27 年度 

県平均 全国平均 

供給単価 141.48 143.52 161.50 165.29 

給水原価 113.12 119.81 145.69 154.92 

利益 28.36 23.71 15.81 10.37 
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  (3) 経営比率 

    企業の経営状態を表す経営比率は、別表８(２９ページ)に示すとおりで

ある。 

 

ア 総収支比率 

総収支比率は、企業の収益と費用の総体的な関連を示すもので、比率

が高いほど良好とされている。当年度は１２６．９％となっており、前

年度に比べ３．４ポイント上昇している。   

 

 

イ 経常収支比率 

経常収支比率は、企業の経営状態を表すもので、標準１００％以上

あれば良好とされており、当年度は１２７．０％となっている。前年

度に比べて２．９ポイント上昇している。 

 

     

ウ 営業収支比率 

営業収支比率は、経営活動の能率を示すもので、比率が高いほど良好

とされている。当年度は１３１．２％となっており、前年度に比べて４．３
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ポイント向上している。

 

 

４ 財政状態 

  (1) 資産及び負債・資本 

    当年度における財政状態を表わす貸借対照表は、別表４（２１ページ）

に示すとおりである。 

資産の当年度現在高は２７７億７７５万４４０２円で、内訳は固定資

産２２９億７７６０万５５６１円、流動資産４７億３０１４万８８４１

円である。 

負債の当年度現在高は１４５億９０８３万３４４６円で、内訳は固定

負債８０億９３１８万９５８７円、流動負債１８億１１３１万３２４５

円、繰延収益４６億８６３３万６１４円である。流動負債における未払

金の主なものは、建設改良費である。 

資本の当年度現在高は１３１億１６９２万９５６円で、内訳は資本金

９０億９０４４万８５７３円、剰余金は４０億２６４７万２３８３円で

ある。 

なお、資産及び負債・資本の構成比率は、別表８(２９ページ)に示すと

おりである。 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもの

で、この比率が高ければ資金が固定化し、資金繰りに支障をきたすもので

ある。水道事業は施設型企業であることから、数値が高くならざるを得な

いが、一般的に比率が低いほうが望ましいとされている。当年度は８２.９％

となっており、前年度に比べて１．０ポイント下降している。 
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固定負債構成比率は、負債資本合計に対する固定負債の占める割合を示

すもので、企業の長期安定性を表し、比率の低いほうが望ましいとされて

いる。当年度は２９．２％となっており、前年度に比べて３．２ポイント

低下している。 

 

     

  (2) 企業債及び一時借入金 

    当年度の企業債は、寺尾地区簡易水道事業に伴い８０００万円、老朽管

更新事業に伴い２０００万円を、地方公共団体金融機構から借り入れて

おり、これは予算第６条に定めた起債限度額１億円の範囲内の額である。 

       元金償還額は６億９３３９万８３６２円であり、支払利息は２億８４９

万６１８７円である。総費用２０億８６８７万７８１０円対する支払利

息の占める割合は１０．０％となっている。 

       企業債元金の償還は、前年度に比べ２８２１万９３１９円増加しており、

年度末現在未償還元金は、８６億８２６２万２１２１円で前年度に比べ

５億９３３９万８３６２円（６．４％）減少している。 

       また、一時借入金については、予算第７条に定めた一時借入金の限度額

が１億円となっているが、当年度の借入れは行われなかった。 
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なお、企業債の借入れ及び償還状況は、次表のとおりである。 

  《企業債の借入れ及び償還状況》            （単位：円、％） 

区分 

年度 

年度末現在 

未償還元金 

年度内 

借入金 

年度内償還金 

元金 利子 計 

H28 8,682,622,121 100,000,000 693,398,362 208,496,187 901,894,549 

H27 9,276,020,483 100,000,000 665,179,043 225,895,570 888,074,613 

区分 

年度 

料金収入に 

対する償還率 

総収益に 

対する償還率 

 

H28 39.4 34.0 

H27 38.1 32.8 

 

  (3) 貯蔵品 

貯蔵品の年度末現在高は２９２８万４０４円であり、内訳は材料が１６

１８万４０１４円、貯蔵量水器が１３０９万６３９０円となっている。 

なお、当年度、岩舟地域貯蔵品５７３万４５４０円を新たに計上した。 

 

  (4) 資金の状況     

業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施に必要な

資金の状態を表すもので、当年度の合計額は１４億２５１８万３７１３円

のプラスになっており、事業活動が順調に行われたことを示している。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立の

ために行われる投資活動に係る資金の状態を表すもので、浄水場の建設や

水道管の布設等の必要な投資を行ったこと等により、３億７７０７万８２

６５円のマイナスとなっている。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を行うた

めの財務活動に係る資金の状態を表しているが、建設改良費等の財源に充

てるための企業債の償還等に６億９３３９万８３６２円を支出したことに

より、５億９３３９万８３６２円のマイナスとなっている。 

以上の３つの区分から、運営基盤確立のための投資や企業債の償還に積

極的に努めたものの、事業活動が順調に行われたことにより、資金期首残

高に比べて４億５４７０万７０８６円の増加となり、資金期末残高は４５

億１６５５万３０６３円となった。 

なお、この資金期末残高は、貸借対照表における現金預金高と一致して

いる。 
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  (5) 財務比率 

    財政状態を示す財務比率は、別表８(２９ページ)に示すとおりである。 

ア 自己資本構成比率 

負債資本合計に対する自己資本の占める割合を示すもので、比率が高

いほど経営に安定性があるといわれている。当年度は６４．３％となっ

ており、前年度に比べて１．０ポイント上昇している。

 

イ 固定資産対長期資本比率 

企業の健全性を示すもので、固定資産の調達は長期の安定した資金に

より賄うべきであり、この比率は１００％以下が望ましいとされている。

当年度は８８．７％となっており、前年度に比べて１．０ポイント上昇

している。 

ウ 固定比率 

資本金がどの程度固定資産に投下されているかをみる指標であり、

１００％以下が望ましいとされているが、１００％を超えていても固定

資産対長期資本比率が１００％を下回っていれば、長期的な資本の枠内

の投資が行われているということであり、必ずしも不健全な状態である

とはいえない。当年度は１２９．１％となっており、前年度に比べて

３．５ポイント低下している。 

 

エ 流動比率 

企業の資金繰り等その支払能力を示すもので、この比率が低いことは
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流動負債の支払い能力が少ないことを示し、２００％以上が望ましいと

されている。２６１．１％となっており、建設改良費の未払金が増加

したことにより前年度に比べて１０８．１ポイント下降している。

 

オ 酸性試験比率 

流動比率を補足するための比率として企業の即時支払能力を示すも

のであり、この比率は高いほど運転資金が豊富であるといわれている。

当年度は２５９．５％となっており、１０８．７ポイント低下している。 

 

以上、財務状態を示す各比率は、財政の健全性の範囲内であり、引き続き

健全な運営が行われたことが認められた。 

 

５ むすび 

以上が、平成２８年度栃木市水道事業会計決算の概要である。 

当年度は、平成２７年９月の関東・東北豪雨災害により被災した藤岡蛭沼

浄水場及び甲増圧ポンプ場の本復旧工事、星野浄水場系施設整備工事等が行

われ、被災地域の水の安定供給体制確立や災害時に対応できる設備の整備、

水道未普及地域解消に向けた取組みが推進された。 

有収率については、老朽管を耐震管へ布設替する更新工事を計画的に実施

したことにより０．６ポイント上昇し、７６．５％となったが、前年度栃木

県平均８３．０％、全国平均８９．５％に比べて依然低い状況にあるため、

引き続き配水管の布設替を推進するとともに、漏水管の地域別検査・管理を

徹底し、有収率の向上に取り組んでいただきたい。 

損益収支をみると、営業収支は５億５７４７万１６９２円の営業利益を生

じ、支払利息を含む営業外収支を併せた経常収支では、５億６２３９万３４

１１円の経常利益で、当年度純利益は、前年度決算を上回る５億６２２４万

２７１３円となった。これによって、自己資本構成比率が前年度の６３．３％

から６４．３％と１．０ポイント向上した。 
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その他の経営面においては、総収支比率、経常収支比率、営業収支比率の

いずれも前年度より上昇し、安定した事業運営が行われたことが認められた。

引き続き企業債償還に努めるとともに、収納対策の推進や費用削減により健

全性の維持向上を図られたい。 

水道料金の収納について、当年度不納欠損処分を行ったものは１８９万７

０５１円で、前年度に比べると５万２２８９円減少しているが、負担の公平

性の観点からも、共同住宅の入退去の把握に努める等関連団体との連携を図

り、滞納の発生を未然に防ぐことにより、収納率の向上ひいては不納欠損の

減少に努められたい。 

今後の事業経営に当たっては、人口減少に伴う給水収益の減収や経年劣化

による老朽管の増加、予測困難な災害の発生など多様な課題が見込まれる。

将来にわたり安全で良質な水が供給されるよう、最少の経費で最大のサービ

ス提供を念頭に、漏水対策や水道施設の効率的な運用、災害対策の強化に努

め、公営企業として健全な事業運営に鋭意努力されることを要望する。 
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別表１

平成28年度 平成27年度 比較増減
前年度
対比

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）
（Ａ/Ｂ）

×100

（人） （％）

行政区域内人口 162,520 163,170 △ 650 99.6

（人）

計画給水人口 145,500 145,500 0 100.0

（人）

現在給水人口 146,658 147,603 △ 945 99.4

（％） 現在給水人口

普 　及　 率 90.2 90.5 0.3 99.7 行政区域内人口

（戸）

給 水 戸 数 57,861 57,135 726 101.3

（㎥）

配 　水 　量 21,179,532 21,436,503 △ 256,971 98.8

（㎥）

給 　水 　量 16,193,390 16,253,333 △ 59,943 99.6

（％） 年間有収水量

有　 収　 率 76.46 75.82 0.64 100.8 年間配水量

（人）

職　 員　 数 28 29 △ 1 96.6 損益勘定所属職員数

（円／㎥）

供 給 単 価 141.48 143.52 △ 2.04 98.58

（円／㎥）

給 水 原 価 113.12 119.81 △ 6.69 94.42

（ｍ）

導送配水管延長 1,153,651 1,142,861 10,790 100.9

年度末現在市内給水人口

業 務 実 績 表

項 目 備　　考

年度末現在市内総人口

拡張計画による給水人口

年間有収水量

経常費用―（受託工事費＋附帯事業費）
 －長期前受金戻入

年間有収水量

×100

年度末現在

年間配水量

年間有収水量

×100

給水収益
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別表２

収益的収入

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

営 業 収 益 2,490,078,000 90.3 91.9 2,621,422,280 92.4 91.5 105.3 104.9

営業外収益 266,466,000 9.7 8.1 217,072,322 7.6 8.5 81.5 111.1

特 別 利 益 3,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 16,537.9

合 計 2,756,547,000 100.0 100.0 2,838,494,602 100.0 100.0 103.0 105.4

資本的収入

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

企 業 債 100,000,000 23.3 28.4 100,000,000 21.2 25.0 100.0 100.0

出 資 金 1,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

補 助 金 196,823,000 45.8 40.7 196,823,000 41.7 35.7 100.0 100.0

負 担 金 132,555,000 30.9 30.9 174,990,140 37.1 39.3 132.0 145.2

固 定 資 産
売 却 代 金

1,000 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 429,380,000 100.0 100.0 471,813,140 100.0 100.0 109.9 113.9

構成比率（％） 構成比率（％） 決算額/予算額（％）

予 算 決 算 対 照 比 率 表

科　　目 予算額（円） 決算額（円）

科　　目 予算額（円） 決算額（円）
構成比率（％） 構成比率（％） 決算額/予算額（％）
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収益的支出

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

営 業 費 用 2,158,925,000 88.0 88.2 1,924,493,097 87.7 87.0 89.1 88.3

営業外費用 281,702,000 11.5 11.3 271,082,087 12.3 12.6 96.2 99.3

特 別 損 失 3,002,000 0.1 0.4 162,731 0.0 0.4 5.4 96.9

予 備 費 10,000,000 0.4 0.1 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 2,453,629,000 100.0 100.0 2,195,737,915 100.0 100.0 89.5 89.5

資本的支出

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

建設改良費 1,468,421,000 67.5 67.8 1,429,179,381 67.3 66.0 97.3 89.6

企 業 債
償 還 金

693,399,000 31.8 31.4 693,398,362 32.7 34.0 100.0 100.0

国庫補助金
償 還 金

10,600,000 0.5 0.6 0 0.0 0.0 0.0 0.0

予 備 費 4,901,000 0.2 0.2 0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 2,177,321,000 100.0 100.0 2,122,577,743 100.0 100.0 97.5 92.2

構成比率（％） 決算額/予算額（％）

構成比率（％） 構成比率（％）

予算額（円） 決算額（円）

予 算 決 算 対 照 比 率 表

科　　目 予算額（円） 決算額（円）

科　　目

決算額/予算額（％）

構成比率（％）
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別表３

税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）
構成比率
（％）

1,874,590,891 89.8 1,948,157,528 89.0

原 水 及 び 浄 水 費 338,001,890 16.2 387,856,212 17.7

配 水 及 び 給 水 費 264,243,915 12.7 287,749,441 13.1

受 託 工 事 費 55,115,022 2.6 34,174,802 1.6

業 務 及 び 総 係 費 231,811,218 11.1 239,935,755 11.0

減 価 償 却 費 971,012,206 46.5 976,937,463 44.6

資 産 減 耗 費 14,406,640 0.7 21,503,855 1.0

そ の 他 の
営 業 費 用

0 0.0 0 0.0

212,136,221 10.2 231,282,645 10.6

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

208,496,187 10.0 225,895,570 10.3

雑 支 出 3,640,034 0.2 5,387,075 0.2

150,698 0.0 9,584,857 0.4

固 定 資 産 売 却 損 0 0.0 0 0.0

過 年 度 損 益
修 正 損

150,698 0.0 2,497,250 0.1

そ の 他 特 別 損 失 0 0.0 7,087,607 0.3

2,086,877,810 100.0 2,189,025,030 100.0

562,242,713 515,197,418

費用合計

当年度純利益

営業費用

営業外費用

特別損失

損 益 計 算 書 構 成 比 率 表

科 目
平成27年度平成28年度

借 方
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税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）
構成比率
（％）

2,432,062,583 91.8 2,457,149,021 90.9

給 水 収 益 2,290,997,857 86.4 2,332,718,896 86.3

受 託 工 事 収 益 44,332,543 1.7 28,582,788 1.1

そ の 他 の
営 業 収 益

96,732,183 3.7 95,847,337 3.5

217,057,940 8.2 246,577,289 9.1

受 取 利 息
及 び 配 当 金

3,328,353 0.1 3,064,736 0.1

他 会 計 補 助 金 4,512,000 0.2 6,520,541 0.2

長 期 前 受 金 戻 入 199,742,067 7.5 197,918,022 7.3

雑 収 益 9,475,520 0.4 39,073,990 1.4

特別利益 0 0.0 496,138 0.0

固 定 資 産 売 却 益 0 0.0 496,138 0.0

過年度損益修正益 0 0.0 0 0.0

そ の 他 特 別 利 益 0 0.0 0 0.0

2,649,120,523 100.0 2,704,222,448 100.0

営業収益

営業外収益

収益合計

平成28年度 平成27年度
科 目

貸 方

損 益 計 算 書 構 成 比 率 表
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別表４

税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）
構成比率
（％）

22,977,605,561 82.9 22,546,871,669 83.9

22,974,548,237 82.9 22,543,344,345 83.9

土 地 463,818,585 1.7 463,818,585 1.7

建 物 861,685,109 3.1 807,201,164 3.0

構 築 物 18,492,694,086 66.7 18,350,014,175 68.3

機 械 及 び 装 置 3,021,449,139 10.9 2,644,228,240 9.8

車 両 運 搬 具 10,240,711 0.0 2,489,584 0.0

工 具 器 具
及 び 備 品

44,020,607 0.2 53,615,003 0.2

建 設 仮 勘 定 80,640,000 0.3 221,977,594 0.8

3,057,324 0.0 3,527,324 0.0

電 話 加 入 権 1,177,324 0.0 1,177,324 0.0

そ の 他 無 形
固 定 資 産

1,880,000 0.0 2,350,000 0.0

4,730,148,841 17.1 4,317,692,843 16.1

現金預金 4,516,553,063 16.3 4,061,845,977 15.1

未収金 184,315,374 0.7 243,942,209 0.9

貯蔵品 29,280,404 0.1 11,904,657 0.0

その他流動資産 0 0.0 0 0.0

27,707,754,402 100.0 26,864,564,512 100.0

科 目

無形固定資産

資産合計

流動資産

貸 借 対 照 表 構 成 比 率 表

資

産

の

部

平成28年度 平成27年度

借 方

固定資産

有形固定資産
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税抜金額（円）
構成比率
（％）

税抜金額（円）
構成比率
（％）

8,093,189,587 29.2 8,691,101,804 32.4

7,984,709,904 28.8 8,582,622,121 31.9

108,479,683 0.4 108,479,683 0.4

1,811,313,245 6.6 1,169,419,712 4.4

697,912,217 2.5 693,398,362 2.6

17,000,000 0.1 17,500,000 0.1

930,781,817 3.4 298,082,025 1.1

8,682,000 0.0 17,839,000 0.1

156,937,211 0.6 142,600,325 0.5

4,686,330,614 16.9 4,449,364,753 16.6

4,686,330,614 16.9 4,449,364,753 16.6

14,590,833,446 52.7 14,309,886,269 53.3

9,090,448,573 32.8 8,340,448,573 31.0

9,090,448,573 32.8 8,340,448,573 31.0

4,026,472,383 14.5 4,214,229,670 15.7

2,273,712 0.0 2,273,712 0.0

そ の 他
資 本 剰 余 金

2,273,712 0.0 2,273,712 0.0

4,024,198,671 14.5 4,211,955,958 15.7

減 債 積 立 金 1,964,701,746 7.1 1,999,504,328 7.5

建 設 改 良
積 立 金

657,254,212 2.4 947,254,212 3.5

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

1,402,242,713 5.0 1,265,197,418 4.7

13,116,920,956 47.3 12,554,678,243 46.7

27,707,754,402 100.0 26,864,564,512 100.0

科 目

固定負債

企 業 債

企 業 債

引 当 金

負債計

流動負債

そ の 他 流 動 負 債

資本金

資 本 金

資本剰余金

利益剰余金

資本計

剰余金

資

本

の

部

負債資本合計

貸 借 対 照 表 構 成 比 率 表

平成28年度 平成27年度

貸 方

繰延収益

長 期 前 受 金

前 受 金

負

債

の

部

引 当 金

未 払 金
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別表５

金額（円）
構成比率
（％）

金額（円）
構成比率
（％）

234,650,293 11.2 239,093,486 10.9

173,551,508 8.3 174,403,360 8.0

給 料 107,489,571 5.2 108,316,100 4.9

手 当 等 51,561,937 2.5 51,087,260 2.3

賞 与 引 当 金
繰 入 額

14,500,000 0.7 15,000,000 0.7

61,098,785 2.9 64,690,126 3.0

賃 金 3,150,085 0.2 6,216,316 0.3

報 酬 0 0.0 0 0.0

法 定 福 利 費 55,448,700 2.7 55,973,810 2.6

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

2,500,000 0.1 2,500,000 0.1

1,852,227,517 88.8 1,949,931,544 89.1

旅 費 198,260 0.0 156,090 0.0

報 償 費 40,000 0.0 40,000 0.0

被 服 費 0 0.0 0 0.0

備 消 耗 品 費 2,281,852 0.1 3,377,989 0.2

燃 料 費 915,589 0.0 1,104,045 0.1

光 熱 水 費 408,248 0.0 404,291 0.0

印 刷 製 本 費 2,500,760 0.1 3,050,560 0.1

通 信 運 搬 費 11,833,106 0.6 13,079,297 0.6

広 告 料 0 0.0 0 0.0

委 託 料 213,076,081 10.2 224,849,411 10.3

手 数 料 5,301,489 0.3 5,361,091 0.2

賃 借 料 19,128,906 0.9 25,905,212 1.2

費 用 節 別

人件費

直接人件費

間接人件費

物件費その他の経費

科 目
平成28年度 平成27年度
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金額（円）
構成比率
（％）

金額（円）
構成比率
（％）

修 繕 費 125,031,268 6.0 168,069,838 7.7

路 面 復 旧 費 4,843,387 0.2 6,703,307 0.3

動 力 費 184,340,350 8.8 217,163,236 9.9

薬 品 費 9,918,767 0.5 9,927,567 0.5

材 料 費 3,744,090 0.2 939,020 0.0

食 糧 費 0 0.0 0 0.0

会 費 負 担 金 959,048 0.0 901,347 0.0

保 険 料 2,018,971 0.1 2,333,595 0.1

請 負 費 65,793,680 3.2 25,077,728 1.1

補 償 金 2,000,000 0.1 2,000,000 0.1

公 課 費 127,900 0.0 119,100 0.0

負 担 金 60,000 0.0 60,000 0.0

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

0 0.0 0 0.0

雑 費 0 0.0 0 0.0

減 価 償 却 費 971,012,206 46.5 976,937,463 44.6

資 産 減 耗 費 14,406,640 0.7 21,503,855 1.0

そ の 他 の
営 業 費 用

0 0.0 0 0.0

企 業 債 利 息 208,496,187 10.0 225,895,570 10.3

そ の 他 の
雑 支 出

3,640,034 0.2 5,387,075 0.2

過年度損益修正損 150,698 0.0 2,497,250 0.1

その他特別損失 0 0.0 7,087,607 0.3

2,086,877,810 100.0 2,189,025,030 100.0費用合計

比 率 表

平成27年度平成28年度
科　　　目
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別表６

金 額 構成比率 金 額 構成比率

（円） （％） （円） （％）

234,650,293 100.0 239,093,486 100.0

原 水 及 び 浄 水 費 51,769,526 22.1 48,832,930 20.4

配 水 及 び 給 水 費 53,314,827 22.7 57,937,890 24.2

受 託 工 事 費 9,117,022 3.9 11,471,802 4.8

業 務 及 び 総 係 費 120,448,918 51.3 120,850,864 50.6

減 価 償 却 費 ― ― ― ―

資 産 減 耗 費 ― ― ― ―

そ の 他 の
営 業 費 用

― ― ― ―

― ― ― ―

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

― ― ― ―

雑 支 出 ― ― ― ―

― ― ― ―

過 年 度
損 益 修 正 損

― ― ― ―

そ の 他 特 別 損 失 ― ― ― ―

234,650,293 100.0 239,093,486 100.0

特別損失

費用合計

営業費用

営業外費用

平成28年度
科　　目

費 用 使 途 別

人件費

平成27年度
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金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

（円） （％） （円） （％） （円） （％） （円） （％）

1,639,940,598 88.5 1,709,064,042 87.6 1,874,590,891 89.8 1,948,157,528 89.0

286,232,364 15.4 339,023,282 17.4 338,001,890 16.2 387,856,212 17.7

210,929,088 11.4 229,811,551 11.8 264,243,915 12.7 287,749,441 13.1

45,998,000 2.5 22,703,000 1.2 55,115,022 2.6 34,174,802 1.6

111,362,300 6.0 119,084,891 6.1 231,811,218 11.1 239,935,755 11.0

971,012,206 52.4 976,937,463 50.1 971,012,206 46.5 976,937,463 44.6

14,406,640 0.8 21,503,855 1.1 14,406,640 0.7 21,503,855 1.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

212,136,221 11.5 231,282,645 11.9 212,136,221 10.2 231,282,645 10.6

208,496,187 11.3 225,895,570 11.6 208,496,187 10.0 225,895,570 10.3

3,640,034 0.2 5,387,075 0.3 3,640,034 0.2 5,387,075 0.2

150,698 0.0 9,584,857 0.5 150,698 0.0 9,584,857 0.4

150,698 0.0 2,497,250 0.1 150,698 0.0 2,497,250 0.1

0 0.0 7,087,607 0.4 0 0.0 7,087,607 0.3

1,852,227,517 100.0 1,949,931,544 100.0 2,086,877,810 100.0 2,189,025,030 100.0

計

比 率 表

平成27年度

物件費　その他の経費

平成28年度平成28年度 平成27年度
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別表７

平成28年度 平成27年度 前年度比較 平成27年度

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） 県平均

配 水 管
使 用 効 率

固 定 資 産
使 用 効 率

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

１ 世 帯 当 た り
給 水 量

148 2.90

△ 0.40 △ 2.14

△ 0.29

△ 19.16

△ 20.91 △ 22.08

88.57

83.85

94.68

△ 6.69 △ 5.58

△ 2.04 △ 1.42

（人） 4,664

141.48 161.50

（㎥/万円） 9.22

項目

供 給 単 価

5,238

91.89（％）

（％）

（％）

（㎥/ｍ）

（％）

（円/㎥）

（円/㎥）

67.79

113.12

5,090

73.77

18.36

76.46

3.32

（㎥） 279.87 ―

497,954

85,276 85,291

（㎥）

（千円）

578,335

284.47

17,875 3.19

1,532 1.83

△ 4.60 △ 1.62

560,460

83,744

145.69

負 荷 率

施 設 利 用 率

最 大 稼 働 率

有 収 率

給 水 原 価

75.5

14.9

85.6

64.6

18.76

9.51

75.82

119.81

143.52

△ 3.06

0.64 0.84

3.75

△ 16.06

前年度対比

経 営

―

83.0
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１日平均配水量 58,026 ㎥ 
１日最大配水量 63,146 ㎥ 

１日平均配水量 58,026 ㎥ 
１日配水能力 85,600 ㎥ 

１日最大配水量 63,146 ㎥ 
１日配水能力 85,600 ㎥ 

21,179,532 ㎥ 
2,297,455 万円 

年間有収水量 16,193,390 ㎥ 
年間配水量 21,179,532 ㎥ 

給水収益 2,290,998 千円 
年間有収水量 16,193,390 ㎥ 

×100

×100

×100

年間配水量

分 析 表

損益勘定所属職員数

損益勘定所属職員数
2,432,063千円-44,333千円

28 人 

有形固定資産/10,000

×100

2,086,727千円-(55,115千円＋0)-199,742千円

16,193,390 ㎥ 
経常費用－(受託工事費＋附帯事業費)-長期前受金戻入

現在給水人口

年間有収水量

営業収益-受託工事収益

算出基礎 計算

×100

×100

×100

×100

年間有収水量

16,193,390 ㎥ 
28 人 

146,658 人 
28 人 

16,193,390 ㎥ 
57,861 戸 

年間有収水量
給水戸数

21,179,532 ㎥ 
1,153,651 ｍ 

年間配水量
導送配水管延長

損益勘定所属職員数
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別表８

平成28年度 平成27年度 前年度比較 平成27年度

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） 県平均

83.93

16.07

32.35

4.35

△ 108.67

△ 97.99

3.40

2.89

4.34

132.60

368.20

347.34

123.54

124.06

収
益
比
率

82.93

－

88.1

17.07

項目

6.54

－

財
務
比
率

88.73

259.53 310.7

資
産
及
び
資
本
構
成
比
率

261.14 312.8

現 金 比 率

118.0

－

126.95

126.94 117.2

29.21

132.4

－

64.25 66.6

249.35

63.30

87.75

369.22

129.06

126.89

△ 3.14

2.19

0.95

0.98

総 収 支 比 率

経 常 収 支
比 率

営 業 収 支
比 率

112.5

131.23

流 動 負 債
構 成 比 率

自 己 資 本
構 成 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

経 営 及 び

固 定 資 産
構 成 比 率

流 動 資 産
構 成 比 率

固 定 負 債
構 成 比 率

流 動 比 率

固 定 比 率

酸 性 試 験
比 率

29.6

△ 1.00

1.00

△ 108.08

△ 3.54
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単位（％）

固定資産 22,977,605,561 円 
固定資産+流動資産 27,707,754,402 円 

流動資産 4,730,148,841 円 
固定資産+流動資産 27,707,754,402 円 

固定負債 8,093,189,587 円 
負債資本合計 27,707,754,402 円 

流動負債 1,811,313,245 円 
負債資本合計 27,707,754,402 円 

資本金+剰余金+繰延収益 17,803,251,570 円 
負債資本合計 27,707,754,402 円 

固定資産 22,977,605,561 円 
資本金+剰余金+固定負債+繰延収益 25,896,441,157 円 

固定資産 22,977,605,561 円 
資本金+剰余金+繰延収益 17,803,251,570 円 

流動資産 4,730,148,841 円 
流動負債 1,811,313,245 円 

現金預金+(未収金-貸倒引当金) 4,700,868,437 円 
流動負債 1,811,313,245 円 

現金預金 4,516,553,063 円 
流動負債 1,811,313,245 円 

総収益 2,649,120,523 円 
総費用 2,086,877,810 円 

経常収益 2,649,120,523 円 
経常費用 2,086,727,112 円 

営業収益-受託工事収益 2,387,730,040 円 
営業費用-受託工事費用 1,819,475,869 円 

×100 ×100

×100 ×100

算出基礎 計算

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

財 政 分 析 表

×100

×100

×100 ×100

×100
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別表９

月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平成28年度 1,703 1,788 1,752 1,828 1,836 1,758 1,793 1,710 1,779

月 1月 2月 3月

平成28年度 1,787 1,638 1,808

(単位　㎥）

配 水 量 月 別 状 況

合計

21,180

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

平成28年度 千㎥ 
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別表１０

宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市

家庭料金 2,808 2,030 2,295 2,270 2,430 2,403 3,067 3,132 3,670 3,130

那須塩原市 さくら市 那須烏山市 下野市

家庭料金 3,591 3,140 3,866 2,538

※平成28年4月1日現在

県 内 都 市 の 家 庭 用 料 金

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

家庭料金 ２０㎥/月 

単位：円 
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